
市の人事行政の運営等の状況を公表します 
 
１ 職員の任免及び職員数等に関する状況 
（１）部門別職員数の状況と主な増減理由 

職員数 

部門 区分 平成 16 年 

8 月 1 日現在 

平成 17 年 

4 月 1 日現在 

増減数 主な増減理由 

議  会 10 7 ▲ 3 

総務企画 168 171 3 

税  務 43 42 ▲ 1 

農林水産 76 69 ▲ 7 

商  工 21 18 ▲ 3 

土  木 51 48 ▲ 3 

民  生 99 83 ▲ 16 

衛  生 60 63 3 

一般行政部門 

小  計 528 501 ▲ 27 

教  育 86 83 ▲ 3 

消  防 94 95 1 特別行政部門 

小  計 180 178 ▲ 2 

病  院 26 19 ▲ 7 

水  道 37 38 1 

交  通 4 7 3 

そ の 他 25 46 21 

公営企業会計 

部門等 

小  計 92 110 18 

合計 800 789 ▲ 11 

退職不補充に

よる減員。 

※１ 平成１６年８月１日に下五島１市５町の市町村合併により「五島市」となりました。 

※２ 職員数は、一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者、派遣職員等を含み、

臨時又は非常勤職員を除いています。 

 

（２）年齢別職員数（平成１７年４月１日現在） 

区 分 

20歳 
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（３）定員適正化計画 

職員の定員適正化計画については、国が示す定員モデルの数値及び類似団体別職員数等の状況の分析や、将

来の行政需要等を勘案して策定することとしています。 

定員適正化の手法としては、今後、行政改革大綱及び行政改革実施計画に基づき、事務事業・組織機構の見

直し等を進めながら、適正化に努めることといたします。 

 

（４）平成１６年度中に実施した職員採用試験の状況 

 受験者数 合格者数 倍率 

一般行政職 ８９人 １２人 ７．４倍 

技能労務職 ２４人  １人  ２４倍 

消 防 職 ２９人  １人  ２９倍 

 

（５）事由別退職者数（平成１６年度） 

定年 勧奨 自己都合 その他（死亡・免職・失職） 合計 

１２人 １８人 ５人 ０人 ３５人 

 

２ 職員の給与の状況 
（１）人件費の状況（普通会計決算） 

区 分 
住民基本台帳人口 

（１６年度末） 
歳出額 A 実質収支 人件費 B 

人件費率

(B/A) 

１６年度 ４６,９０５人 31,850,840 千円 1,107,841千円 6,615,644 千円 ２０．８% 

  ※人件費には、特別職に支給される給料、報酬等を含みます。 

 

（２）職員給与費の状況（普通会計予算） 

給   与   費 
区 分 

 

職員数 

Ａ 給  料 職員手当 期末・勤勉 計  Ｂ 

１人当たり 

給与費 

Ｂ／Ａ 

１７年度 ７０３人 2,946,871 千円 419,530 千円 1,212,185 千円 4,578,586 千円 6,513 千円 

 ※ この表は、職員１人当たりに要する経費を当初予算からみたものです。 

 

（３）特記事項 給与の抑制措置（平成１７年４月１日から実施したもの） 

   ①常勤の特別職給与の１０％引き下げ 

役  職 引き下げ前の給料月額 引き下げ後の給料月額 引き下げ額 

市  長 ８３０，０００円 ７４７，０００円 ８３，０００円 

助  役 ６８０，０００円 ６１２，０００円 ６８，０００円 

収 入 役 ６０３，０００円 ５４２，７００円 ６０，３００円 

教 育 長 ６０３，０００円 ５４２，７００円 ６０，３００円 

 



  ②管理職手当の率を１～２％引き下げ 

役  職 引き下げ前 引き下げ後 

課 長 級 給料月額の１２％ 給料月額の１０％ 

課長補佐級 給料月額の ８％ 給料月額の ７％ 

 

（４）ラスパイレス指数の状況 

区   分 １７年度 

五 島 市 ９８．９ 

全国市平均 ９７．６ 

 ※ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を 100 とした場合の地方公務員の給与水準を表す指数です。 

 

（５）職員の平均給料月額と平均年令（平成１７年４月１日現在） 

区 分 平均年齢 平均給料月額 

一般行政職 ４２歳 ３月 ３３８，１８０円 

※一般行政職とは、一般事務職、建築や土木などの技術職をいいます。 

 

（６）職員の初任給（平成１７年４月１日現在）                               

初任給 
区   分 

五島市 国 

大学卒 １７０，７００円 １７０，７００円 
一般行政職 

高校卒 １３８，８００円 １３８，８００円 

 

（７）職員の経験年数別、学歴別平均給料月額（平成１７年４月１日現在） 

区   分 経験年数１０年 経験年数１５年 経験年数２０年 

大学卒 ２７７，６００円 ３５７，２００円 ３９２，８００円 
一般行政職 

高校卒 ２２１，１００円 ２８５，７００円 ３５７，２００円 

 

（８）一般行政職の級別職員数の状況（平成１７年４月１日現在）                       

区 分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 

標準的な 

職務内容 
事務員 吏 員 上級係員 

係  長 

上級係員 
係 長 課長補佐 

課 長 

支所長 

計 

職 員 数 13 人 23 人 89 人 53 人 43 人 141 人 114 人 27 人 503 人 

構 成 比 2.6% 4.6% 17.7% 10.5% 8.5% 28.0% 22.7% 5.4% 100.0% 

※１ 五島市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。 

※２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。 

 
 



（９） 職員手当の状況 
①期末手当・勤勉手当（平成１７年４月１日現在支給率） 

区分 期末手当 勤勉手当 計 

６月期 1.40月分 0.70月分 2.10月分 

12月期 1.60月分 0.70月分 2.30月分 

計 3.00月分 1.40月分 4.40月分 

※職制上の段階、職務の級等による加算措置が有ります。 

 

②退職手当（平成１７年４月１日現在） 

区分 自己都合 定年・勧奨 

最高限度額 60.00月分  60.99月分 

勤続２０年  21.0月分 28.088月分 

勤続２５年 33.75月分 43.335月分 

勤続３５年  47.5月分  60.99月分 

※五島市は、長崎県市町村総合事務組合の退職手当事業に加入しており、支給率は同組合の支給条例に基づ

くものです。 

 

③その他の主な手当（平成１７年４月１日現在） 

手当名 内容及び支給単価 

配偶者 13,500 円 

配偶者以外の扶養親族２人まで 6,000 円 

扶養手当の支給対象となっていない配偶者を有する職員の扶養親族のうち１人 6,500 円 

配偶者のいない職員の扶養親族のうち１人 11,000 円 

その他（配偶者以外の扶養親族） 5,000 円 

扶養手当 

配
偶
者
以
外 

満 16 歳の年度初めから満 22 歳の年度末までの子 5,000 円加算 

所有住居の世帯主である職員 
(※取得後 5年を経過するまでの期間に限る) 

2,500 円 
住居手当 

家賃を支払っている職員 27,000 円以内 

交通機関を利用して通勤する職員 55,000 円以内 
通勤手当 

自動車等交通用具を使用して通勤する職員（2km 以上。使用距離に応じて支給） 24,500 円以内 

 

④ 特別職の報酬等の状況（平成１７年４月１日現在） 

区   分 給料月額等 期末手当 

給 

料 

市 長 

助 役 

収入役 

８３０，０００円 （７４７，０００円） 

６８０，０００円 （６１２，０００円） 

６０３，０００円 （５４２，７００円） 

報 

酬 

議 長 

副議長 

議 員 

４３３，０００円 

３５１，０００円 

３３５，０００円 

 ６月期 １．６月分 

１２月期 １．７月分 

 ※平成１７年４月１日から給料の減額を実施しており、（ ）書きは減額後の額です。 

 



３ 職員の勤務時間その他勤務条件の状況 
（１）勤務時間 

一般的な行政職員の勤務時間及び休憩、休息時間は、次のとおりです。 

週の勤務時間 開始時刻 終了時刻 休憩時間 休息時間 週休日 

４０時間 8:30 17:15 12:15～13:00 
12:00～12:15 

17:00～17:15 
土曜日及び日曜日 

※消防や学校などの一部の職場においては、その業務の実情に応じて職員の勤務時間の割り振りを行っていま

す。 

 

（２）その他の勤務条件 

①一般職員の年次有給休暇の取得状況 

職員の年次有給休暇は、１年（暦年）につき２０日あります。なお、年の途中で採用された職員は、採用さ

れた日の属する月に応じて２～１８日の年次有給休暇が与えられます。また、年次有給休暇のうち職員がその

年に与えられなかった日数（残日数）があるときは、２０日を超えない範囲内の残日数を翌年に繰り越すこと

ができます。 

平均取得日数 １０日 

※集計期間は、平成 16 年 1 月 1 日～平成 16 年 12 月 31 日まで。 

 

②その他の休暇の種類 

職員は必要がある場合、以下の休暇を取得することができます。 

項 目 

種 類 
休暇の概要 付与日数 

１ 公傷休暇 
公務による負傷又は疾病により公務災害と認
定された場合 

医師の診断書に基づき必要と認め
る期間 

２ 病気休暇 
公務によらない負傷又は疾病（結核性疾患を除
く。）により勤務することができない場合 

90 日を超えない範囲内において医
師の診断書に基づき、必要と認める
期間 

３ 療養休暇 結核性疾患にかかり療養を要する場合 
１年を超えない範囲内において医
師の診断書に基づき、必要と認める
期間 

４ 生理休暇 
生理日の勤務が著しく困難な女子職員が休暇
を請求した場合 

２日を超えない範囲内 

５ 選挙休暇 
選挙権その他公民としての権利を行使する場
合で、その勤務しないことがやむを得ないと認
められるとき 

必要と認められる期間 

６ 証人休暇 

証人、鑑定人、参考人等として国会、裁判所、
地方公共団体の議会その他官公署へ出頭する
場合で、その勤務しないことがやむを得ないと
認められるとき 

必要と認められる期間 

７ ドナー休暇 

骨髄移植のための骨髄液の提供希望者として
その登録を実施する者に対して登録の申出を
行い、又は骨髄移植のため配偶者、父母、子及
び兄弟姉妹以外の者に骨髄液を提供する場合
で、当該申出又は提供に伴い必要な検査、入院
等のため勤務しないことがやむを得ないと認
められるとき 

必要と認められる期間 

８ ボランティア休
自発的に、かつ、報酬を得ないで次に掲げる社
会に貢献する活動（専ら親族に対する支援とな

一の年において５日の範囲内の期
間 



暇 る活動を除く。）を行う場合で、その勤務しな
いことが相当であると認められるとき 

９ 結婚休暇 
職員が結婚する場合で、結婚式、旅行その他の
結婚に伴い必要と認められる行事等のため勤
務しないことが相当であると認められるとき 

連続する７日の範囲内の期間 

１０ つわり休暇 
妊娠中の女子職員がつわりのため勤務するこ
とができない場合 

７日の範囲内の期間 

１１ 妊産婦健診休暇 

妊娠中又は産後１年以内の女子職員が母子保
健法（昭和 40 年法律第 141 号）第 10 条に規定
する保健指導又は同法第 13 条に規定する健康
診査を受ける場合 

妊娠満 23 週までは４週間に１回、
妊娠満24週から満35週までは２週
間に１回、妊娠満 36 週から出産ま
では１週間に１回、産後１年までは
その間に１回（医師等の特別の指示
があった場合は、いずれの期間につ
いてもその指示された回数）の割合
で１日の範囲内の期間 

１２ 妊婦休息休暇 
妊娠中の女子職員の業務が母体又は胎児の健
康保持に影響がある場合 

勤務時間の途中に適宜休息し、又は
補食するために必要と認められる
期間 

１３ 
妊婦通勤緩和休

暇 

妊娠中の女子職員が通勤に利用する交通機関
の混雑の程度が母体又は胎児の健康保持に影
響がある場合 

勤務時間の始め又は終わりの休暇
の合計が１日１時間を超えない範
囲内 

１４ 
産前休暇及び産

後休暇 

産前：８週間（多胎妊娠の場合にあっては１４
週間）以内に出産する予定の女子職員が休暇を
申し出た場合 
産後：女子職員が出産した場合 

産前：請求日から出産の日までの申
し出た期間 
産後：出産の日の翌日から８週間を
経過する日までの期間 

１５ 育児休暇 
生後１年に達しない子を育てる職員が育児の
時間を請求した場合 

１日２回 各３０分以内の期間 

１６ 出産補助休暇 

職員の妻（届出をしないが事実上婚姻関係と同
様の事情にある者を含む。）が出産する場合で、
職員が妻の出産に伴い必要と認められる入院
の付添い等のため勤務しないことが相当であ
ると認められるとき 

３日の範囲内の期間 

１７ 子ども看護休暇 

小学校就学の始期に達するまでの子（配偶者の
子を含む。）を養育する職員が、その子の看護
（負傷し、又は疾病にかかったその子の世話を
行うことをいう。）のため勤務しないことが相
当であると認められる場合 

一の年において５日の範囲内の期
間 

１８ 忌引休暇 
職員の親族（父母、祖父母、配偶者の父母、配
偶者の祖父母等）が死亡した場合 

父母：７日、祖父母：３日、配偶者
の父母：３日、配偶者の祖父母：１
日等 

１９ 祭日休暇 
父母の追悼のための特別な行事のため勤務し
ないことが相当であると認められる場合 

１日の範囲内の期間 

２０ 夏季休暇 

夏季期間（７月から９月まで）において盆等の
諸行事、心身の健康の維持及び増進又は家庭生
活の充実のため勤務しないことが相当である
と認められる場合 

３日の範囲内の期間 

２１ 住居滅失休暇 

地震、水害、火災、その他の災害により現住居
が滅失し、又は損壊した場合で、職員が当該住
居の復旧作業等のため勤務しないことが相当
であると認められるとき 

７日の範囲内の期間 

２２ 
災害・交通しゃ

断休暇 

地震、水害、火災その他の災害又は交通機関の
事故等により出勤することが著しく困難であ
ると認められる場合 
地震、水害、火災その他の災害時において、職
員が退勤途上における身体の危険を回避する
ため勤務しないことがやむを得ないと認めら

必要と認められる期間 



れる場合 

２３ 公益団体休暇 
公共団体又は公共的団体が主催する行事に市
又は県代表として参加する場合 

必要と認められる期間 

２４ 体育行事休暇 
県又は国等が主催する体育行事に選手及び競
技役員として参加する場合 

必要と認められる期間 

２５ 
スクーリング休

暇 

学校教育法の規定による高等学校又は大学の
行うスクーリングに参加する場合 

20 日を超えない範囲内で必要と認
められる期間 

２６ 介護休暇 

負傷、疾病又は老齢により、２週間以上の期間
にわたり日常生活を営む支障がある者（配偶
者、父母、同居の祖父母など）の介護をするた
め勤務することができない場合 

介護を必要とする一の継続する状
態ごとに、連続する６月の期間内に
おいて必要と認められる期間 

 

４ 分限及び懲戒処分の状況 
（１）分限処分（地方公務員法第２８条） 

分限処分とは、職員の身分保障を前提としつつ、一定の事由がある場合に、本人の意に反して、その身分に

不利益な変動をもたらす処分で、免職、休職、降任及び降給の４種類があります。 

平成１６年度における分限処分の状況は次のとおりです。 

処分の種類 

処分事由 
降 任 免 職 休 職 降 給 

勤務実績の不良 ０ ０ ０ ０ 

心身の故障 ０ ０ ４ ０ 

適格性の欠如 ０ ０ ０ ０ 

廃職又は過員 ０ ０ ０ ０ 

刑事事件に因る起訴 ０ ０ ０ ０ 

欠格条項該当 ０ ０ ０ ０ 

※休職処分を受けている者の休職期間が延長された場合は、その都度新たな処分が行われたものとみなして計

上しています。 

 

（２）懲戒処分（地方公務員法第２９条） 

懲戒処分とは、職員の一定の服務義務違反に対して、公務員関係における秩序を維持するために任命権者が、

職員の道義的責任を追及して科す処分です。 

平成１６年度における懲戒処分は、０件でした。 

 

 

５ 服務の状況 
（１）職員の守るべき義務の概要 

地方公務員法第 30 条は、服務の根本基準として、「すべて職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務

し、且つ、職務の遂行に当っては、全力を挙げてこれに専念しなければならない。」と規定しています。この根本基準

の趣旨を具体的に実現するため、同法は、職員に対し、以下のような服務上の強い規制を課しています。 

 

・法令等及び上司の職務上の命令に従う義務（同法第 32 条） 

・信用失墜行為の禁止（同法第 33 条） 

・秘密を守る義務（同法第 34 条） 

・職務に専念する義務（同法第 35 条） 



・政治的行為の制限（同法第 36 条） 

・争議行為等の禁止（同法第 37 条） 

・営利企業等の従事制限（同法第 38 条） 

 

（２）職務専念義務免除の状況 

職員は、法律又は条例に特別の定めがある場合のほかは、その勤務時間及び職務上の注意力のすべてをその職

務遂行のために用いなければなりません（地方公務員法第 35 条）。ただし、「職務に専念する義務の特例に関する条

例」により、研修を受ける場合や厚生事業に参加する場合などに、任命権者の承認を得て、職務専念義務が免除さ

れることがあります。 

平成 16 年度における承認件数は、141 件となっており、主な内容は以下のとおりです。 

・消防団活動 ・交通指導員 ・体育指導委員 ・統計調査指導員、調査員 ・人間ドック受診 

 

（３）営利企業等従事の許可状況 

職員は、任命権者の許可を受けなければ、営利を目的とする会社等の役員を兼ねる、報酬を得ていかなる事業若

しくは事務にも従事等してはならないとされています（地方公務員法第 38 条）。 

 平成 16 年度における許可件数は 88 件となっており、主な内容は以下のとおりです。 

・消防団活動 ・交通指導員 ・体育指導委員 ・統計調査指導員、調査員 

 

６ 研修の状況 
（１）研修の種類及び実施状況（平成 16 年度） 

研修の種類 内       容 受講者数 

自己啓発 通信教育講座 ２２ 

研修所等派遣研修 市町村職員中央研修所等での専門研修  ７ 

階層別研修 新規採用職員研修、中堅職員研修、課長級職員研修など ２８ 

実務研修 広報、財政、条例、文書管理研修など  ８ 
職場外研修 

スキルアップ研修 パソコン、法令、人材育成研修など ６３ 

 

７ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

（１）共済組合の短期給付、長期給付及び福祉事業の概要 

 市の職員は、長崎県市町村共済組合に加入して、短期・長期給付を受けることができます（幼稚園、学校校

務員等一部の職員は公立学校共済組合に加入しています）。 

短期給付事業 
組合員とその家族の病気・ケガ・出産・死亡・休業又は災害に対して、必要

な給付を行う。 

長期給付事業 組合員の退職・障害又は死亡に対して年金又は一時金の給付を行う。 

福 祉 事 業 
健康診査などの健康の保持増進事業、保養施設の運営、住宅資金の貸付など

を行う。 

 

（２） 職員の健康診断の実施状況（平成 16 年度） 

  定期健康診断、特殊健康診断、胃がん検診、婦人がん検診など 

 

 



（３）公務災害補償と福祉事業の概要 

公務災害補償制度は、職員が公務上の災害（負傷、疾病、障害及び死亡）又は通勤による災害を受けた場合に、

その災害によって生じた損害の補填（補償）と、被災職員の社会復帰の推進及び職員・遺族の援護を図るため

に必要な事業（福祉事業）を行うことを目的としています。具体的には、地方公務員法第 45 条に基づいて定

められた地方公務員災害補償法によって定められています。 

 

（４）公務災害補償の状況（平成 16 年度） 

・認定件数     ０件 

 

（５）公平委員会に対する措置要求、不服申立ての状況（平成 16 年度） 

 件数 

措置要求 ０ 

不服申立て ０ 

※措置要求とは、給与、勤務時間その他の勤務条件に関し、職員が適当な措置（是正）を求めることです。 

※不服申立てとは、懲戒その他その意に反する不利益な処分について、職員がその取り消しや軽減を求めるこ

とです。 


